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回次
第79期

中間連結会計期間
第80期

中間連結会計期間
第79期

会計期間
自2024年4月 1日
至2024年9月30日

自2025年4月 1日
至2025年9月30日

自2024年4月 1日
至2025年3月31日

売上高 （千円） 10,853,632 12,284,994 24,422,861

経常利益 （千円） 509,046 735,232 1,177,669

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 425,646 504,950 873,064

中間包括利益又は包括利益 （千円） 389,506 754,008 937,799

純資産額 （千円） 13,796,307 12,337,986 11,730,460

総資産額 （千円） 20,947,450 21,464,813 20,402,528

1株当たり中間（当期）純利益 （円） 186.06 310.97 431.76

潜在株式調整後1株当たり中間

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 65.9 57.5 57.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 831,508 35,986 2,330,105

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △337,765 △106,167 247,539

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △140,496 △149,724 △2,758,058

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 5,222,372 4,462,432 4,694,991

第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

（注）1.当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

2.潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計は214億64百万円（前連結会計年度末比10億62百万円増）となりまし

た。

　流動資産は179億35百万円（同比7億58百万円増）となりました。これは主に電子記録債権の増加7億50百万円、

受取手形、売掛金及び契約資産の増加4億8百万円、商品の減少2億89百万円、現金及び預金の減少1億32百万円な

どによるものです。

　固定資産は35億28百万円（同比3億3百万円増）となりました。これは主に投資有価証券の増加3億73百万円、

建物及び構築物の減少36百万円、無形固定資産の減少15百万円などによるものです。

（負債）

　負債合計は91億26百万円（同比4億54百万円増）となりました。

　流動負債は83億24百万円（同比3億59百万円増）となりました。これは主に支払手形及び買掛金の増加2億92百

万円、未払法人税等の増加2億18百万円、その他流動負債の減少1億11百万円などによるものです。

　固定負債は8億2百万円（同比95百万円増）となりました。これは主に繰延税金負債の増加90百万円などによる

ものです。

（純資産）

　純資産合計は123億37百万円（同比6億7百万円増）となりました。これは主に利益剰余金の増加3億58百万円、

その他有価証券評価差額金の増加2億59百万円などによるものです。

（2）経営成績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境が改善するなか、景気は緩やかな回復基調で推移

する一方、物価上昇の継続による個人消費への影響や米国の通商政策への懸念など、依然として先行き不透明な

状況が続いております。

　当社グループの事業領域におきましては、物流・食品関連向けの設備投資や企業の情報化投資は順調に推移し

ました。

　このような状況下において、当社グループは顧客接点の強化・営業品質の向上と業務処理の効率化を推し進

め、お客様の「したい、欲しい、してほしい」に気付き、それを実現させる取り組みを一つひとつ積み重ねてい

き、収益基盤の強化・拡大に努めてまいりました。

　これらの結果、当社グループの経営成績は、売上高122億84百万円（前年同中間期比13.2％増）、営業利益7億

18百万円（同比50.3％増）、経常利益7億35百万円（同比44.4％増）、親会社株主に帰属する中間純利益5億4百万

円（同比18.6％増）となりました。
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　各セグメントの状況は、次のとおりであります。

（電気機器・産業用システム）

　電気機器・産業用システムにつきましては、エネルギー関連の需要や物流施設向け設備投資が堅調に推移した

ことにより、FA機器・システムが増加しました。

　この結果、部門全体では売上高57億46百万円（前年同中間期比20.8％増）となりました。

（電子デバイス・情報通信機器）

　電子デバイスにつきましては、一部顧客で続いていた在庫調整に解消の兆しが見られたことから、前年同期並

みに推移しました。情報通信機器につきましては、企業向け大口案件の端境期もありパソコンが減少しました。

　この結果、部門全体では売上高34億84百万円（同比8.7％減）となりました。

（設備機器）

　設備機器につきましては、食品関連および物流倉庫向けを中心に冷熱機器及び関連工事が大きく伸長しまし

た。

　この結果、部門全体では売上高29億93百万円（同比34.9％増）となりました。

（太陽光発電）

　太陽光発電につきましては、概ね想定通りに発電し、売上高61百万円（同比2.6％増）となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は44億62百万円（前連結会計年度

末比2億32百万円減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により獲得した資金は35百万円（前年同中間期は8億31百万円の獲得）となりました。これは主に

税金等調整前中間純利益の計上7億31百万円、棚卸資産の減少額2億88百万円、仕入債務の増加額2億82百万円など

の資金の増加、売上債権の増加額11億円、営業活動によるその他減算1億68百万円などの資金の減少によるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は1億6百万円（前年同中間期は3億37百万円の使用）となりました。これは主に

定期預金の預入・払戻による資金の減少1億円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は1億49百万円（前年同中間期は1億40百万円の使用）となりました。これは主に

配当金の支払額1億46百万円の資金の減少によるものです。

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な

変更はありません。

（5）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。

3【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
(2025年 9月30日)

提出日現在発行数（株）
(2025年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,636,200 1,636,200
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 1,636,200 1,636,200 － －

②【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2025年4月 1日～

2025年9月30日
－ 1,636,200 － 1,005,000 － 838,560

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2-7-3 350 21.56

日光産業株式会社 大阪市福島区福島7-15-2 萬世ビル内 150 9.24

株式会社サンセイテクノス 大阪市淀川区西三国1-1-1 60 3.70

占部正浩 兵庫県西宮市 56 3.51

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 55 3.39

東洋電機製造株式会社 東京都中央区八重洲1-4-16 50 3.08

占部弘晃 兵庫県西宮市 40 2.52

萬世電機従業員持株会 大阪市福島区福島7-15-5 39 2.41

占部朋子 兵庫県西宮市 37 2.34

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋1-4-10 32 1.98

計 - 872 53.71

(5) 【大株主の状況】
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2025年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,621,400 16,214 －

単元未満株式 普通株式 2,400 － －

発行済株式総数 1,636,200 － －

総株主の議決権 － 16,214 －

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

2025年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

萬世電機株式会社
大阪市福島区福島

7丁目15番5号
12,400 － 12,400 0.76

計 － 12,400 － 12,400 0.76

②【自己株式等】

2【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1.中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

2.監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年3月31日)

当中間連結会計期間
(2025年9月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,194,991 7,062,432

受取手形、売掛金及び契約資産 5,579,544 5,987,999

電子記録債権 2,614,803 3,365,188

商品 1,530,018 1,240,413

未収入金 228,822 230,847

その他 33,118 53,690

貸倒引当金 △4,158 △4,692

流動資産合計 17,177,140 17,935,879

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,338,639 1,301,898

機械及び装置（純額） 256,886 235,767

土地 123,011 118,711

建設仮勘定 1,376 1,376

その他（純額） 29,466 27,232

有形固定資産合計 1,749,380 1,684,985

無形固定資産 34,877 19,478

投資その他の資産

投資有価証券 1,259,383 1,632,739

退職給付に係る資産 118,690 129,096

その他 72,167 71,745

貸倒引当金 △9,111 △9,111

投資その他の資産合計 1,441,129 1,824,469

固定資産合計 3,225,387 3,528,933

資産合計 20,402,528 21,464,813

1【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年3月31日)

当中間連結会計期間
(2025年9月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,829,249 7,121,636

短期借入金 300,000 300,000

未払法人税等 48,080 266,769

賞与引当金 199,087 183,241

役員賞与引当金 37,000 12,400

その他 551,749 440,592

流動負債合計 7,965,166 8,324,639

固定負債

繰延税金負債 452,113 542,684

役員退職慰労引当金 105,100 110,850

資産除去債務 71,947 72,378

その他 77,740 76,274

固定負債合計 706,901 802,186

負債合計 8,672,067 9,126,826

純資産の部

株主資本

資本金 1,005,000 1,005,000

資本剰余金 838,560 838,560

利益剰余金 9,234,476 9,593,284

自己株式 △16,732 △17,073

株主資本合計 11,061,303 11,419,771

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 609,587 869,395

為替換算調整勘定 31,486 24,667

退職給付に係る調整累計額 28,082 24,151

その他の包括利益累計額合計 669,157 918,215

純資産合計 11,730,460 12,337,986

負債純資産合計 20,402,528 21,464,813
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（単位：千円）

     

前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日

　至　2025年9月30日)

売上高 10,853,632 12,284,994

売上原価 9,181,502 10,320,320

売上総利益 1,672,129 1,964,673

販売費及び一般管理費 ※ 1,193,996 ※ 1,246,189

営業利益 478,133 718,484

営業外収益

受取利息 400 3,135

受取配当金 16,031 18,630

為替差益 9,707 -

その他 6,215 6,614

営業外収益合計 32,353 28,379

営業外費用

支払利息 1,294 2,238

為替差損 - 9,392

その他 146 0

営業外費用合計 1,440 11,630

経常利益 509,046 735,232

特別利益

投資有価証券売却益 12,140 -

特別利益合計 12,140 -

特別損失

固定資産売却損 - 3,593

特別損失合計 - 3,593

税金等調整前中間純利益 521,187 731,639

法人税、住民税及び事業税 62,924 247,438

法人税等調整額 32,616 △20,748

法人税等合計 95,540 226,689

中間純利益 425,646 504,950

親会社株主に帰属する中間純利益 425,646 504,950

(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

     

前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日

　至　2025年9月30日)

中間純利益 425,646 504,950

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △30,490 259,808

為替換算調整勘定 △1,859 △6,819

退職給付に係る調整額 △3,789 △3,930

その他の包括利益合計 △36,139 249,057

中間包括利益 389,506 754,008

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 389,506 754,008

非支配株主に係る中間包括利益 - -

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日

　至　2025年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 521,187 731,639

減価償却費 82,706 84,928

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,500 5,750

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △13,758 △16,069

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △31,000 △24,600

賞与引当金の増減額（△は減少） △64,198 △15,846

受取利息及び受取配当金 △16,431 △21,765

支払利息 1,294 2,238

為替差損益（△は益） △8,591 6,070

投資有価証券売却損益（△は益） △12,140 -

売上債権の増減額（△は増加） 2,945,407 △1,100,824

棚卸資産の増減額（△は増加） 730,004 288,606

仕入債務の増減額（△は減少） △2,835,014 282,776

その他 △184,623 △168,539

小計 1,120,342 54,364

利息及び配当金の受取額 16,191 20,975

利息の支払額 △992 △1,898

法人税等の支払額 △304,142 △37,640

法人税等の還付額 109 185

営業活動によるキャッシュ・フロー 831,508 35,986

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,500,000 △2,600,000

定期預金の払戻による収入 3,500,000 2,500,000

有形固定資産の取得による支出 △350,393 △1,631

有形固定資産の売却による収入 - 2,266

無形固定資産の取得による支出 △372 △6,626

投資有価証券の取得による支出 △471 △496

投資有価証券の売却による収入 14,008 -

その他 △536 318

投資活動によるキャッシュ・フロー △337,765 △106,167

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △3,237 △3,242

自己株式の取得による支出 - △340

配当金の支払額 △137,258 △146,141

財務活動によるキャッシュ・フロー △140,496 △149,724

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,260 △12,652

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358,507 △232,558

現金及び現金同等物の期首残高 4,863,864 4,694,991

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 5,222,372 ※ 4,462,432

（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

- 12 -



　前中間連結会計期間
（自  2024年4月 1日

　　至  2024年9月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年4月 1日

　　至  2025年9月30日）

給料及び賞与 400,855千円 411,726千円

配送保管費 149,060 145,849

福利厚生費 137,568 136,721

退職給付費用 13,425 9,353

役員退職慰労引当金繰入額 5,500 5,750

賞与引当金繰入額 146,158 173,497

役員賞与引当金繰入額 11,000 12,400

貸倒引当金繰入額 △1,474 539

減価償却費 61,901 64,122

【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2024年4月 1日

至  2024年9月30日）

当中間連結会計期間
（自  2025年4月 1日

至  2025年9月30日）

現金及び預金勘定 8,222,372千円 7,062,432千円

預入期間が3か月を超える定期預金 △3,000,000 △2,600,000

現金及び現金同等物 5,222,372 4,462,432

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年6月25日
定時株主総会

普通株式 137,258 60 　2024年3月31日 　2024年6月26日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月5日
取締役会

普通株式 91,505 40 　2024年9月30日 　2024年12月6日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年6月27日
定時株主総会

普通株式 146,141 90 　2025年3月31日 　2025年6月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月4日
取締役会

普通株式 81,187 50 　2025年9月30日 　2025年12月5日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ  前中間連結会計期間（自　2024年4月1日  至　2024年9月30日）

1．配当金支払額

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

Ⅱ  当中間連結会計期間（自　2025年4月1日  至　2025年9月30日）

1．配当金支払額

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

- 14 -



（単位：千円）

     報告セグメント

調整額(注)
中間連結
損益計算書

計上額
電気機器・
産業用シス

テム

電子デバイ
ス・情報通

信機器
設備機器 太陽光発電 計

売上高

顧客との契約から生じる収

益
4,758,348 3,816,035 2,219,390 59,858 10,853,632 - 10,853,632

その他の収益 - - - - - - -

外部顧客への売上高 4,758,348 3,816,035 2,219,390 59,858 10,853,632 - 10,853,632

セグメント間の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 4,758,348 3,816,035 2,219,390 59,858 10,853,632 - 10,853,632

セグメント利益（営業利益） 224,132 178,293 92,801 32,003 527,231 △49,097 478,133

（単位：千円）

     報告セグメント

調整額(注)
中間連結

損益計算書
計上額

電気機器・
産業用シス

テム

電子デバイ
ス・情報通

信機器
設備機器 太陽光発電 計

売上高

顧客との契約から生じる収

益
5,746,104 3,484,215 2,993,235 61,439 12,284,994 - 12,284,994

その他の収益 - - - - - - -

外部顧客への売上高 5,746,104 3,484,215 2,993,235 61,439 12,284,994 - 12,284,994

セグメント間の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 5,746,104 3,484,215 2,993,235 61,439 12,284,994 - 12,284,994

セグメント利益（営業利益） 329,089 184,123 231,229 33,908 778,350 △59,866 718,484

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年4月1日 至2024年9月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年4月1日 至2025年9月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

前中間連結会計期間
（自　2024年4月 1日

至　2024年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

至　2025年9月30日）

　1株当たり中間純利益 186円06銭 310円97銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
425,646 504,950

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
425,646 504,950

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,287 1,623

（1株当たり情報）

 1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

2【その他】

2025年11月4日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………81,187千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………50円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年12月5日

（注）　2025年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月13日

萬世電機株式会社

取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山田　徹雄

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松本　光弘

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている萬世電機株式会社

の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、萬世電機株式会社及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。



（注）1.上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2.ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【表紙】



1【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役占部正浩及び常務取締役管理本部長平井徹は、当社の第80期中（自2025年4月1日　至2025年9月30

日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

2【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


